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岩手江刺農業協同組合 



 

 

●      Ｊ Ａ 綱 領      ● 
          わ た し た ち Ｊ Ａ の め ざ す も の 

 

 

 わ た し た ち Ｊ Ａ の 組 合 員 ・ 役 職 員 は 、 協 同 組 合 運 動 の 基 本 的 な 定 義 ・ 価 値 ・ 原 則
（ 自 主 、 自 立 、 参 加 、 民 主 的 運 営 、 公 正 、 連 帯 等 ） に 基 づ き 行 動 し ま す 。 そ し て 、 地
球 的 視 野 に 立 っ て 環 境 変 化 を 見 通 し 、 組 織 ・ 事 業 ・ 経 営 の 革 新 を 図 り ま す 。 さ ら に 、
地 域 ・ 全 国 ・ 世 界 の 協 同 組 合 の 仲 間 と 連 携 し 、 よ り 民 主 的 で 公 正 な 社 会 の 実 現 に 努 め
ま す 。  

 こ の た め 、 わ た し た ち は 次 の こ と を 通 じ 、 農 業 と 地 域 社 会 に 根 ざ し た 組 織 と し て の
社 会 的 役 割 を 誠 実 に 果 た し ま す 。  

 

 

わたしたちは 

 

１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。 

 

１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせ 

 る豊かな地域社会を築こう。 

 

１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を 

 実現しよう。 

 

１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に 

経営し信頼を高めよう。 

 

１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求 

しよう。 
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ご あ い さ つ 
 

 

 平素よりＪＡ江刺の事業運営に格別のご高配を賜り、厚く御
礼申し上げます。  

 当ＪＡでは、皆さまに事業内容へのご理解をより一層深めて
いただくため、令和７年度の事業方針、重点取組事項、主な事
業活動の成果を取りまとめた「ディスクロージャー誌２０２６
（ＪＡのおしらせ)」を作成いたしました。ぜひご高覧いただ
き、当ＪＡへの信頼をさらに深めていただく一助となれば幸い
です。 

 令和７年度を振り返りますと、世界的な気候変動による異常気象の常態化や、国際情
勢の緊迫化による生産資材・燃料価格の高止まりが続き、日本の農業は依然として厳し
い経営環境に置かれました。国内においても、人口減少や高齢化の進行により、食料安
全保障の強化が国民的課題として改めて認識された一年となりました。 

 こうした情勢のもと、当ＪＡは組合員の皆さまの営農と暮らしを守り抜くため、生産
基盤の維持と効率的な農業経営の支援に総力を挙げ、「農家組合員所得の向上」「農業
従事者の維持・拡大」「農地の有効活用」「気候変動・温暖化への対策」「組織・経営
基盤の強化」の実現に向け取り組んでまいりました。 

 令和８年度は、第１５次三か年計画の主題である「組合員・地域住民とともに農業・
食料・環境を支える協同の力」の中間年にあたります。計画に掲げる「目指す姿」及び
「基本目標」の実現に向け、地域にとってなくてはならないＪＡであり続けるため、役
職員一丸となって事業運営に引き続き邁進してまいります。 

 今後とも、より一層のご理解とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。 

 

令和８年７月        

 

岩 手 江 刺 農 業 協 同 組 合  

代表理事組合長 小川 節男  

 

 

◇ 創   立 １９８２年 ４月  ◇ 組合員数 ５，１９７人  

◇ 出 資 金 ２，２３４，８９６千円  ◇ 役 員 数 １６人  

◇ 総 資 産 ５５，９６４，４８７千円  ◇ 職 員 数 １８５人  

◇ 単体自己資本比率 １７．８０％  ◇ 金融店舗 本 店  

◇ 本所所在地 岩手県奥州市江刺岩谷堂字反町 362 番地 1 

 

 

 

ＪＡ江刺のプロフィール 

(2026 年 4 月 1 日現在) 
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【事業の概要】 

１．経営理念 

「 共 生 」 

私たちは、地域・自然と共に生きるＪＡを目指します。 

「 創 造 」 

私たちは、柔軟かつ斬新な発想で、より良い地域社会を築くＪＡを目指します。 

 

２．経営方針 

●豊かな地域社会実現への貢献 

●農業支援拡充による地域農業の発展 

●協同活動参加・参画による組織基盤の強化 

●持続可能な経営基盤の確立 

 

（１）持続可能な地域農業の確立 

  １．農家組合員の所得増大 

 

（２）より豊かな地域社会の確立 

  １．「地域活性化」への取り組み 

  ２．「結びつき強化」への取り組み 

 

３．経営管理体制 

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決
定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業務執行を行ってい
ます。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監事及
び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。 

 

４．対処すべき重要な課題 

①農家組合員所得の向上 

  農業が重要な基幹産業であることを再認識しつつ、水稲生産を主軸とした複合経営の継続と農畜
産物の収量・品質の向上、経営の効率化・高度化を目指す取り組みにより、生産拡大を加速させる
とともに、農畜産物の付加価値を高めながら安定供給と販路確保を図ります。併せて、国や関係機
関の農業政策を有効に活用するとともに、生産者とＪＡ・関係機関が一体となり効果的な農業施策
の拡充・運用を求めてまいります。 

②農業従事者の維持拡大 

  関係機関と連携し、次世代を担う人材の確保・育成を継続的に進めるとともに、第三者継承を含
む事業継承に向けた支援体制の整備・運用を目指します。また、営農継続に雇用労働力の確保に向
けた支援及び情報提供に取り組んでまいります。 

③農地の有効活用 

  優良な農地の保全・活用は、地域全体で取り組むべき課題であり、地域計画に基づき農地を守
り、将来にわたって地域で持続的に活用していくための支援を進めてまいります。併せて、農地バ
ンク（農地中間管理機構）等を介した耕作可能な農地の活用・保全に向けた取り組みを進めてまい
ります。 

④気候変動・温暖化への対策 

  温暖化による気象変動に対応するため、関係機関と連携して耐暑性品種等の試作および検証、高
温・渇水等に対する技術指導や適切な情報発信に向け取り組んでまいります。併せて、早期に耐暑
性優良品種の開発・登録を進めるよう継続して要請してまいります。 
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⑤組織基盤・経営基盤の強化 

  組合員組織の拡大・活性化と地域への事業理解の深化を図り、組合員・地域住民とともに農業・
食料・環境を支える「協同の力」を礎として、協同活動と総合事業の好循環の実現に向け、取り組
んでまいります。 

 

５．事業の概況（2025 年度） 

（１）全般的概要 

令和 7 年度の世界情勢は、資源価格の高騰や地域紛争の長期化により供給網の混乱が続き、食料供給への

懸念が高まっています。異常気象の常態化も加わり、生産現場では天候リスクへの対応と安定的な収穫量の

確保が、世界的な喫緊の課題となっています。  

国内では農業従事者の高齢化や減少が深刻化する中、食料安全保障の強化が急務となっています。県内に

おいても担い手不足や耕作放棄地の拡大が懸念されています。こうした状況に対し、当ＪＡではスマート農

業の導入や経営の効率化を図るなど、食の供給拠点として持続可能な農業体制を確立する取り組みが、これ

まで以上に重要となっています。 

当ＪＡの第 15 次三か年計画及び第 11 次農業振興計画の初年度であった令和 7 年度は、その基本目標であ

る「農家組合員所得の向上」「農業従事者の維持拡大」「農地の有効活用」「気候変動・温暖化への対策」

「組織基盤・経営基盤の強化」の実現に向け取り組みました。 

営農支援部門では、包括的な経営支援及び就農支援に加え、農業経営基盤の維持に向けた取り組みの強化

を図りました。 

米穀部門では、5 月の初期生育の遅れや 7・8 月の少雨等の影響を受けました。農水省が公表した北上川下

流域の作況単収指数は「100」となったものの、生産現場では思うような収量が得られにくい厳しい結果とな

りました。こうした中、当地区の令和 7 年産「ひとめぼれ」の概算金を過去最高の 31,500 円に設定し全量集

荷に努めましたが、集荷数量は 144,748.5 俵（出荷契約対比 90.2％）と契約数量を下回る結果となりまし

た。一方で、令和 7 年産「ひとめぼれ（岩手県南）」が、第 55 回全国米の食味ランキングにおいて 7 年ぶり

に特Ａを獲得しました。 

園芸部門では、野菜は高温等の影響により全体として数量が減少したものの、単価高で推移したことから

販売実績は 7 億 1,700 万円（計画対比 111.9％）と計画を上回りました。一方、りんごは高温や鳥獣被害の

影響により集荷数量が計画及び前年を大幅に下回ったことから、販売実績は 5 億 4,431 万円（計画対比 67.

7％）と計画を下回りました。 

畜産部門では、子牛の上場頭数は 1,019 頭（前年対比 90.0％）、販売実績は 6 億 2,188 万円（計画対比 9

8.3％）と計画を下回りました。肉牛の上場頭数は 429 頭（前年対比 101.2％）、販売実績は 4 億 7,439 万円

（計画対比 103.1％）と計画を上回りました。この結果、部門全体の総販売実績は 12 億 1,971 万円（計画対

比 101.4％）と計画を上回りました。 

購買事業では、持続可能な農業の実現に向け、生産コストの低減や労働生産性の向上、生産資材の安定供

給に注力しました。また、安全・安心を基軸として、共同購入運動や食材宅配サービスの展開、暮らしに役

立つ各種耐久資材の提案に努めました。なお、購買品供給取扱高は 17 億 1,014 万円（計画対比 110.1％）と

計画を上回りました。 

信用事業では、組合員・利用者の多様なニーズに対し、総合事業の強みを活かした最適な商品・サービス

の提供に努め、「農業・くらし・地域を支える金融機能の発揮」に取り組みました。年度末の貯金残高は 48

1 億 7,829 万円（計画対比 91.1％）と計画を下回り、貸出金残高は 71 億 7,563 万円（計画対比 100.0％）と

計画達成になりました。 

共済事業では、組合員・利用者本位の業務運営のもと、組合員・利用者・地域を「守り」「寄り添い」

「くらしを支える」ための活動を展開し、最良・最適な保障とサービスの提供により満足度向上に努めまし

た。令和 7 年度の共済金支払額は 19 億 2,288 万円となりました。 

当期の事業成果につきましては、事業利益が 4,314 万円（計画対比 117.4％）、当期剰余金が 5,951 万円

（計画対比 124.9％）を確保しました。また、自己資本比率は 17.80％となり、健全性の維持に努めておりま

す。 
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（２）信用事業 

 ＜総貯金・総貸出金残高＞ 

  総貯金残高は 481 億 7,829 万円(計画対比 91.1％)、このうちの個人貯金残高は 438 億 3,160 万円(計画対比

99.9％)となり、総貯金残高は計画を下回り、個人貯金残高においてはほぼ計画通りの残高実績となりました。 

  総貸出金残高は 71 億 7,563 万円(計画対比 100.0％)、このうちのローン残高は 50 億 5,378 万円(計画対比 9

8.8％)と計画達成には至りませんでしたが、前年対比では 105.5％と大きく伸長することができました。ま

た、農業関係資金新規融資実行額は 4 億 1,444 万円(計画対比 124.1％)と多くのご利用をいただき、農業関係

資金総残高では 16 億 1,746 万円の実績となりました。 

 

 

 

 ＜経営基盤の確立・強化＞ 

  ① 農業経営コンサルティング（担い手コンサル）活動を実施し、経営改善アドバイスや設備投資の確認及

び提案に取り組みました。 

  ② 非対面サービスの向上を図るため、スマホマスターを中心にバンクアプリ等の認知度向上及び加入促進

に努めました。 

 

 ＜【農業】農業・くらし・地域への金融仲介機能の発揮＞ 

  ① 出向く活動・コンサルティング活動を通じ、情報収集および提案に努めました。 

 

 ＜【くらし】農業・くらし・地域への金融仲介機能の発揮＞ 

  ① ネットマイカー・教育ローンのチラシをＡＴＭやコンビニ等に設置しＰＲを行い、貸出伸長の継続強化

に取り組みました。 

  ② 職員のスキルアップを図り、資産形成商品の積極的な提案を図りました。 

  ③ 独自キャンペーンを年 3 回実施し、ニューマネーの定期化につなげる取り組みを行いました。 

  ④ 職域推進の強化を図りながら、次世代層とのグリップ強化に取り組みました。 

  ⑤ チラシ等を活用した訪問活動を展開し、シミュレーションの案内等を実施しました。 

  ⑥ 投信スキルアップ勉強会を開催し担当者の知識向上・スキルアップに取り組みました。 

 

 ＜【地域】農業・くらし・地域への金融仲介機能の発揮＞ 

  ① 前年度の課題等を共有し、管内小学校 2 校に対し地域金融教育出前授業を実施しました。 

  ② お客さま感謝デーを年 4 回全店舗にて開催し、ニーズ調査・商品提案を積極的に展開し、利用者接点の

構築に努めました。 

計　画 実　績

35,000 35,000 5,000

0 0 0

総貯金残高 個人貯金残高

40,000 40,000 5,500

総貸出金残高

50,000 50,000 6,500

45,000 45,000 6,000

48,178

43,842 43,831

55,000 55,000 7,000
52,863

信用事業実績
単位：百万円

60,000 60,000 7,500

7,173 7,175
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 ＜徹底した業務効率化＞ 

  ① ＪＡ内部取引の法人インターネットバンキング導入に向け、各部署担当者への説明会を実施しました。

スマイルナビへの誘導ＰＲを積極的に行いました。 

  ② 令和 8 年 4 月 25 日の金融店舗再編実施日に向けて、店舗再編プロジェクト会議を開催し、対応に向け

た協議や課題の洗い出し等を実施しました。 

 

 ＜不断の取り組み＞ 

  ① マネー・ローンダリング等防止対策強化に係る対応や、不祥事未然防止及び早期発見に向けた内部管理

体制の高度化に継続して取り組みました。 

  ② 各種研修会等を積極的に受講させることで、知識習得・スキルアップを図りました。 

 

（３）共済事業 

 ＜普及部門＞ 

  ① 組合員・利用者へ寄り添い、最良・最適な保障サービスの提供を行うことにより次世代や未加入者等、

多くの接点作りに繋がりました。 

  ② 組合員・利用者のさらなる利便性向上にむけて、ＷｅｂマイページとＪＡ共済アプリの周知と登録促進

に努めました。 

  ③ 教育研修計画と進捗管理に取り組み、個々のレベルに合わせた知識・スキル等の着実な習得に取り組み

ました。 

  ④ 推進総合実績は 486.3 万ポイント（長期共済実績 160.1 万ポイント、短期共済実績 326.1 万ポイン

ト）、目標達成率 114.6％となりました。 

 

 

 

 ＜業務部門＞ 

  ① 事務手続きの簡素化・見直し等による業務の削減・効率化を図りつつ、部内で連携し、適正・迅速な引

受・査定審査による業務品質の維持・向上と、きめ細やかな契約保全・窓口対応力強化に努めました。 

  ② 新たに 3 名が安心サポーターの資格を取得しました。更には事故受付拠点を岩谷堂共済センターとする

ことにより、契約者対応力と利用者満足度の向上に努めました。 

  ③ 新たに 4 名が自然災害損害調査員資格を取得しました。また、有資格者全員を対象としたフォロー研修

会を実施しました。 

  ④ 本人確認の徹底、各種案内帳票の確実な送付・管理、適切な請求勧奨による未請求共済金の解消等によ

り、不正機会の根絶、不祥事未然防止に取り組みました。 

計　画 実　績

326.1

160.1

304.0

共済事業実績
単位：万ポイント

650 350 650

550 300 550

450 250 450

350 200 350

424.0

486.3

150 100 150

0 0 0

推進総合実績 長期共済

120.0
250 150 250

短期共済
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（４）購買事業 

 ＜生産資材部門＞ 

  ① 営農計画に沿った数量での予約注文、担い手直送及び大型規格の利用によるコスト削減を提案しながら

予約率向上に取り組みました。 

  ② 令和 7 年度農業用廃プラスチック回収を年間 2 回実施し、23.6ｔ（前年対比 118%）を回収し、そのうち

無償回収分は 7.7ｔ(32.6％)でした。また廃棄農薬回収は 1.7ｔ（前年対比 96％）となりました。  

  ③ 雑草抑制ネットやスマート農業等、省力化資材の提案を行いました。 

  ④ 鳥獣被害対策など需要期を見据えた品揃えに努め、さまざまなニーズに対応しました。また、農薬では

ジェネリック商品をご提案するなど農家のコスト低減に向けて取り組みました。 

 

 ＜生活資材部門＞ 

  ① 「共同購入運動」の注文書を従来の回覧方式から広報紙への折込みに変更することで全正組合員に配付

し、年間 6 回の取り纏めと配達を実施しました。今後はよりスピーディーにお届けするシステムである

「くらしの宅配便」に移行して利便性の向上に努めます。 

  ② 国産品を優先した安全・安心の食材を提供する「ふれあい宅配食材」について、利用者のニーズに沿っ

た商品と季節に合わせた企画商品などを提案し利用者に届けました。 

  ③ 令和 7 年 3 月から 6 月まで健康体感館を開催し多くの組合員・地域の皆様に健康増進の一助として利用

いただきました。 

  ④ 耐久資材や害虫（獣）駆除対策などの利用に向け広報誌や新聞掲載等により幅広く情報をお知らせし、

利用いただきました。また聴こえの相談会の定期開催など、くらしに役立つ提案を行いました。 

 

 ＜農業機械部門＞ 

  ① 展示会や実演会等において共同購入農機のメリットを発信し、普及拡大・周知に取り組みました。 

  ② 全農農業機械課を通じて、県内農機センターの中古農機の在庫状況を共有しながら組合員の要望に応え

ました。 

  ③ 全農基幹整備センターと連携を図りながら、迅速に修理整備に対応できるよう対応力を強化しました。 

  ④ 大展示会及び農機銀行講習会でラジコン草刈機、コンバイン等の普及拡大に取り組みました。 

  ⑤ 県域大展示会を開催し、最新農機・ＩＣＴ農機の情報発信を行いました。また、春・秋の繁忙期に農機

レンタルを実施しました。 

 

 

 

計　画 実　績

120,556

129,799

16,819

購買品供給・取扱高
単位：万円

160,000 26,000 26,000

140,000 22,000 22,000

23,700 24,394

60,000 6,000 6,000

120,000 18,000 18,000

100,000 14,000 14,000

80,000 10,000 10,000

11,082

0 0 0

生産資材 生活資材 農業機械

- 6 -



（５）販売事業 

 ＜米穀部門＞ 

  ① 安全・安心で良食味の江刺金札米の魅力を発信するため、卸先及び取扱販売店に対し特別栽培米の継続

と環境に配慮した取り組みのＰＲを実施しました。 

  ② 産地精米による産地直送の優位性を伝え、新たな受託搗精先を獲得しましたが、集荷量の減少に伴い搗

精量は減少傾向にあります。 

  ③ 販売先卸や販売店の産地視察対応や訪問を積極的に誘致しました。また、取扱量販店において販売促進

活動を展開し江刺金札米の知名度向上に努めました。 

 

 ＜園芸部門＞ 

  ① 集出荷の効率化に向けた野菜集出荷システムの追加機能の導入について検討したほか、組合員への更な

る情報発信等（青果物市況や病害虫発生状況）の有効手段について協議検討を実施しました。 

  ② 青果物集出荷において、全農と連携し積載効率向上とドライバー拘束時間厳守のため、迅速な積込対応

など精力的に取り組みました。 

  ③ りんご部会・販売先と連携し、「葉とらずりんご」の販売シェア拡大（早生種・中生種）を実施し、高

温対策・省力化に取り組みました。近年の重要課題であることから、更なる取り組み強化に努めます。 

  ④ 青果物買取販売においては、高温・渇水による集荷量の減少により、取り組みが限定された結果となり

ましたが、農業経営の安定化に有用な手段であることから、継続した事業展開を目指し実施マニュアルを

作成しました。 

  ⑤ ＪＡ岩手ふるさとと連携し、2ＪＡ間におけるトマト、ピーマン、りんごの共同選果を継続し、園芸選

果施設の有効活用を進めながら 2ＪＡ間での協力体制を構築しました。 

  ⑥ 県南広域選果施設の設置に向け、近隣ＪＡ・全農と連携し資材・出荷規格の統一に向けた協議・検討を

実施したほか、組合員への説明および意見集約に努めました。 

 

 ＜畜産部門＞ 

  ① 繁殖雌牛飼養頭数の減少の中、子牛市場の上場頭数確保と欠場率低減を図るため、事前確認や農家巡回

による出荷確認を徹底し、購買者に安心して購買いただけるよう取り組みました。 

  ② 肉用肥育では、江刺牛・いわて牛のブランド強化のため定期定量出荷に努めるとともに、卸業者との意

見交換を強化し、信頼度向上に関する取り組みを行いました。 

  ③ 大地活力センターにおいて、令和 7 年度から開始したペレット製造については、設備調整および運用体

制の整備を進め、10 月より本格的な製造体制を確立しました。これにより安定的な生産が可能となったことか

ら、令和8 年春の需要期に向け、供給量の確保と品質の均一化を図るべく、計画的な製造に取り組みました。 

  ④ 大地活力センターにおいて、搬入量の平準化に取り組み、年間を通じた安定的な搬入体制の維持を図り

ました。その結果、作業効率の向上および運営の安定化に一定の成果が見られました。一方で、全体搬入

量は微減となっていることから、要因分析を行うとともに、搬入促進策や受入体制の見直しについて検討

を行いました。 

 

 ＜流通販売部門＞ 

  ① サンマーケット江刺では、江刺の農畜産物を活用した商品の委託販売や季節の限定商品の販売を実施し

ました。ＪＡタウン・ふるさと納税では、それぞれの販売チャネルの特色を活かした商品展開を行い、江

刺ブランドの知名度向上に努めました。 

  ② ふれあい資材センターでの江刺りんご店頭予約販売会や江刺牛即売会を実施し、江刺農畜産物のさらな

るＰＲと販売強化に努めました。また、酒類販売業免許の条件緩和申請により、酒販拡大を図りました。 

  ③ お米キャンペーンや限定商品販売の際に、ＳＮＳによる情報発信の強化を図りました。また、折込チラ

シを活用し、サンマーケット江刺やふれあい資材センターへの顧客誘導に努めました。 

  ④ キャンペーン等における販売窓口と決済方法の拡充に向け、経済課及び地元小売店の協力をいただき、

販売体制の充実を図りました。 
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  ⑤ 管内の学校給食や保育施設に対し、産地の情報や魅力を伝える機会作りや地場産品の供給を行い、食育

及び地産地消の増進に努めました。 

 

 

 

（６）指導事業 

 ＜営農支援部門＞ 

  ① 経営管理支援システムを活用し 7 先の記帳代行支援を行いました。また、円滑な運用に向けたオペレー

ション研修等によりスキルアップに努めました。 

  ② 税務署より講師派遣を受け、青色申告基礎研修会及び消費税研修会を開催し、適正な税務申告に向け取

り組みました。 

  ③ 申告相談対応では、江刺農業青色申告会を主体に、税理士会、税務署及び関係機関と連携を図り税務申

告支援等を行いました。 

  ④ 各種媒体（求人サイト、ラジオ等）により求職者募集の周知を継続的に行いました。 

  ⑤ 労務管理に係る研修会や最低賃金改正等の周知を図り、利用者（求人者）の雇用に関する支援を行いました。 

  ⑥ 事業承継に向けた支援強化に取り組むため、関係機関とのディスカッションを開催し、令和 8 年 4 月に

活動開始出来るよう取り組みました。 

  ⑦ 胆江地方農林業振興協議会等が実施する新規就農相談会の対応を行いました。また、関係機関と連携

し、新規就農者の巡回により支援体制を強化しました。 

  ⑧ 地域おこし協力隊を活用し、りんご栽培の就農希望者確保を予定しており、引き続き関係機関と連携

し、移住・就農希望者への支援を行います。 

  ⑨ 基盤整備を契機とする法人化や高収益作物の導入、経営の高度化、水田の有効活用に向けた支援に取り

組みます。 

  ⑩ 奥州市農業再生協から配分された生産目安に対し主食用米作付面積が 15ha ほど上回り、引き続き作付

誘導を図ります。 

  ⑪ 学校教育活動と連携した学童農園・職場体験学習を継続し、農業・農業関連産業への興味・関心の醸成

を図りました。 

 

  ＜農政広報部門＞ 

  ① ＪＡ江刺農政総合対策本部が主体となり、要請活動等を通じ、農家組合員の所得確保、農業生産基盤の

維持・拡大に資する農業政策の実現に向けて農政活動を展開しました。 
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  ＜米穀部門＞ 

  ① スマート農業の普及に向け、ドローン講習会、乾田直播の講習会を開催しました。また、胆江地方農林

業振興協議会農産園芸部会に働きかけ、直播研修会の江刺開催を誘致しました。 

  ② 「金色の風」は、岩手県のフラッグシップ米としての優位性を確保しつつ、特別栽培米に取り組むこと

で付加価値商品として高値販売に繋げました。しかしながら、栽培の難しさから作付面積が減少傾向にあ

り、今後は販売先を限定し有利販売に取り組みます。 

  ③ 「銀河のしずく」は山間地域を中心に面積が増加しました。大型経営体の作期分散や大豆後作としての

作付が増加していることから集荷数量を確保し特別栽培米の付加価値商品として更なる有利販売に取り組

みます。 

  ④ 開発中品種の現地試験を岩手県に強く要望し誘致しました。品種特性等の情報を共有し、現在の気象条

件に適応した有望品種の早期登録に向け岩手県に働きかけを行いました。 

  ⑤ 共同乾燥施設の集約は、集荷に大きな影響を与えることから当面見送る方針としました。今後は大規模

修繕や集荷減少を見据えた施設集約に対する集荷対策と、地域農業の拠点として活用できるよう地域担い

手への施設譲渡を併せ検討を進めてまいります。 

 

  ＜園芸部門＞ 

  ① 反収および等階級比率の向上を目的に対象先を選定し指導に努めましたが、高温・渇水の影響から反収

および等階級比率が低下する結果となりました。 

  ② 野菜の重点品目を中心に導入推進を図り、6 先の新規栽培者（44.5ａ増）が参入したほか、長ねぎにお

いても 55ａの面積拡大につながりました。 

  ③ 野菜・りんごの市場関係者を招致し、生産者と販売や流通に関する情報共有の機会を創出しました。今

後も継続して効果的な事業展開に向けて検討してまいります。 

  ④ りんごにおける事業承継プロジェクトについて、営農振興課及び関係機関と合意形成を含め取り組みを

開始しました。 

  ⑤ 野菜部会各専門部（班）と連携し、高温対策を中心にＪＡ独自で「面積拡充奨励措置」の支援を講じました。 

  ⑥ 適正な品種構成及び手取向上に向け、果樹支援対策事業を活用しりんごの新改植の推進を図りました。 

 

  ＜畜産部門＞ 

  ① 生産基盤の維持に向け、次世代・現役世代の飼養管理技術向上を目的に、和牛部会や胆振協主催の講

習・研修会を年間 6 回開催し、生産効率向上と基盤強化に取り組みました。 

  ② 第 13 回全国和牛能力共進会に向け、県南育種組合、江刺和牛生産改良組合等と連携し、江刺家畜共進

会の開催や岩手県畜産共進会への参加を通じて、出品技術の向上と生産者間の意識統一を図る活動を行い

ました。 

  ③ キャトルセンター運営委員会において、事業健全化に向けた年度目標を定めました。あわせて、収支構

造の改善および将来的な持続可能性の確保を目的として、各事業の現状分析を行いました。この結果によ

り、令和 8 年度から事業見直しの具体的検討に入ることとしました。 

 

  ＜組織企画部門＞ 

  ① 女性部支部活動では、魅力ある活動を実施し、支部合同の研修を企画するなど地区の垣根を越えた部員

同士の交流を図りました。一方で、新規組合員加入には結びつきませんでした。 

  ② 女性組織リーダーの方々に正組合員加入していただきました。また、県内外のリーダー研修会に参加

し、積極的に活動しました。 

  ③ 女性部主催のカルチャースクール「生き活き塾」を年 6 回開催し、各講座に取り組みました。参加者が

増加し、より活発な活動を展開しました。 

  ④ 「わくわく純情プランター」や「りんご収穫体験」のほか、女性部・青年部共催の「親子フェスタ」を

開催し、地域住民と子育て世代とのつながりの構築やＪＡ・農業への理解促進を図りました。 

  ⑤ 役員と青年部との意見交換会を実施し、青年部のＪＡ事業運営への参画促進を図りました。 
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  ⑥ 青年部の全体研修会を実施し、ＪＡ事業の理解醸成を図りました。 

  ⑦ 出会い創生事業の一環として婚活イベントを企画し、農業者等の交流の場を提供し地域活性化を図りました。 

  ⑧ 組合員・地域住民の健康維持増進を図るため、人間ドックの受診勧奨に取り組むとともに、健康講座・

健康相談を実施しました。 

  ⑨ 「ふれあい食事会」や「あっぷる・あおざさホームボランティア活動」等を通じて高齢者福祉活動に活

発に取り組みました。女性部ではＳＤＧｓフードドライブの取り組みを行い、集まった食品を奥州市社会

福祉協議会へ寄贈しました。 

  ⑩ 業務に関してＡＩを活用するなど、業務改善に取り組みました。 

 

  ＜広報活動部門＞ 

  ① 毎月 1 回、広報誌すてむの発行や継続的に日本農業新聞へ記事を送稿し、地域農業・協同組合活動に関

する情報発信を行いました。 

  ② 継続的にプレスリリースを発信し、ＪＡのＰＲ活動（ＪＡファンづくり）を行いました。 

  ③ 新企画「家の光クッキングフェスタ」において、家の光をＰＲした他、家の光図書の販売を行い、普及

拡大に努めました。 

  ④ ＬＩＮＥ運用体制の構築には至りませんでしたが、既存のインスタグラムを活用しＪＡ江刺の事業やイ

ベントを紹介する広報活動を展開しました。 
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◇若手職員の農家実習 

 農家の方々のご協力のもと、入組２年目の職員が

農作業を体験。生産者の努力を肌身に感じ、江刺の

農畜産物への理解を深めることを目的に、毎年実施

しています。 

 

 

◇組合員に対する各種支援対策の実施 

 野菜農家向けにＪＡ独自で「面積拡充奨励措置」

の支援を講じたほか、担い手コンサル活動を実施し

経営改善や設備投資へのアドバイスを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇農業体験学習 

 小学生を対象として毎年学童農園・農業体験学習

を実施しており、栽培から収穫までの体験を通して

農業の魅力を感じてもらう活動をしています。 

 

 

 

 

 

 

◇江刺甚句まつり 

 役職員や生産部会、女性部がパレードに参加する

とともに、毎年２５歳連・４２歳連に該当する職員

が参加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇食農教育補助教材の寄贈 

 管内の小学校５校に「農業とわたしたちのくら

し」（高学年向け）及び「いわての農業のなぜ？」

（中･高学年向け）を寄贈しました。 

 

地域と共に歩む ＪＡ江刺 

「食」と「農」を次世代につなぐ 

地域行事への参加や、組合員・地域住民の皆さまとのふれあいの機会を通して、 

地域に貢献するＪＡの姿を目指します。 

ゆたかな江刺の「食」と「農」を、次世代につないでいくため食農教育にも力を入れています。 

ＪＡ江刺では、組合員・地域の皆さまのご協力のもと、これまで培われてきた農業への想いや技
術、食農が養う「生きる力」を、未来を担う子どもたちへつないでいきます。 
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◇ＪＡ親子フェスタ 

 小学生親子に地域の農業や食に触れてもらうた

め、ＪＡ江刺女性部・青年部が主催となって開催し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇小学生を対象に「おかねの教室」 

 管内の小学校で「おかねの教室」を行い、シミュ

レーションゲームを通じてお金の使い方や農業経営

の仕組みを伝えました。 
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７.地域貢献情報  

開  示  項  目 開  示  内  容 

１．全般に関する事項 

  協同組織の特性 

当ＪＡは、奥州市江刺を事業区域とし、農業者を中心とした地域住民の方々が
組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を
共通の理念として運営される協同組織であり地域農業の活性化に資する地域金融
機関です。 

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さまなどからお預かりした大切な財産で
ある「貯金」を源泉としております。当組合では資金を必要とする組合員の皆さま
方や、地方公共団体などにもご利用いただいております。 

 当ＪＡは、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向け
て、事業活動を展開しています。 

また、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでな
く、地域の協同組合として、農業や助けあいを通じた社会貢献に努めています。 

   組合員数・出資金 
組合員数 5,197 人 (うち正組合員 3,454 人) 

出資金総額 2,234 百万円 

２．地域からの資金調達の状況 

  (1)貯金積金残高 貯金残高 47,060 百万円 

  (2)貯金商品 
○年金定期貯金「かがやき」     ○年金定期積金「ほのぼの」 

○退職金定期貯金          ○相続定期貯金「おもかげ」 

３．地域への資金供給の状況  

  (1)貸出金残高 
○組合員等     7,004 百万円 

○地方公共団体等   200 百万円 

  (2)制度融資取扱状況 
○農業近代化資金 

○農業経営改善促進資金(スーパーＳ資金) 

  (3)融資商品 

○アグリマイティー資金       ○担い手強化資金 

○多目的ローン           ○営農ローン 

○住宅ローン            ○リフォームローン 

○教育ローン            ○マイカーローン 

○農機ハウスローン         ○農機ローン 

４．文化的・社会的貢献に関する事項(地域との繋がり) 

  
(1)文化的・社会的貢献に関す

る事項 

 

○農業関連廃棄物の回収・適正処理 

○学校給食への地元農産物の提供に係る支援 

○地域行事への参加 

○学童農園・農業体験学習への取組み 

○各種農業関連イベントや、地域活動への協賛・後援 

○ライト早め点灯運動の展開 

○高齢者福祉活動への取組み 

○年金相談会の開催 

○絵や作文のコンクールを開催 

○日本赤十字社の献血への積極的参加 

 

  
(2)利用者ネットワーク化への

取組み 
○ＪＡ共済こどもくらぶ会員募集 

  (3)情報提供活動 
○広報誌「すてむ」の発行 

○ホームページによる情報提供 

  (4)店舗体制 
○本   所 奥州市江刺岩谷堂字反町 362-1 

○本   店  〃 江刺大通り 5－37 

- 14 -







https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html


当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当
ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の
維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めております。 

また、19 年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスクを個別の方法で
質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価すること
により、経営の健全性維持・強化を図っております。 

 

１０.主な事業の内容 

(１)主な事業の内容 
１）信 用 事 業 

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っております。ＪＡ・信連・農林中央金庫
という三段階のＪＡ系統組織が有機的に結びつき、ＪＡバンクグループ全体のネットワークと総合力
で、組合員をはじめ地域の皆さまに、より身近で便利、そして安心なメインバンクとなることを目指し
ております。今後も営農と生活の向上に貢献してまいります。 

 

① 貯 金 業 務 

組合員の皆さまはもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの大切な貯金をお預かりしてい
ます。総合口座、普通貯金、定期貯金、定期積金などの各種商品を目的、期間、金額にあわせてご利用
いただいております。また、年金無料相談会の開催や年金お受け取り等のお手伝いもさせていただいて
おります。 

 

② 貸 出 業 務 

農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さまや地域
住民の皆さまのメインバンクとして、暮らしに必要な住宅ローン、マイカーローン等の各種資金を貸し
出ししております。また、地方公共団体・農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金
を貸し出し、農業振興はもとより地域経済の発展に貢献しております。 

 

③ 為 替 業 務 

全国のＪＡバンクグループの各店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替ネットワー
クで結び、当ＪＡの窓口を通して全国どこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の代金取立が
安全・確実・迅速にできる内国為替を取り扱いしております。 

 

④ 国債窓口販売 

組合員・利用者の資産運用先拡大のため、国が発行する個人向け国債の窓口販売を本店で行っています。 
 

⑤ 投資信託窓口販売 

組合員・利用者の資産形成・運用のため、投資信託の窓口販売を本店で行っています。 

  

⑥ その他業務・サービス 

年金等の各種自動受取り、税金・公共料金等の各種自動支払い、給与振込サービス、振込・振替などの
各種サービスがご来店不要でご利用いただける「ＪＡネットバンク」、口座の残高や取引明細が確認でき
る「ＪＡバンクアプリ」を取り扱いしております。 

また、国債・投信の取り扱い、全国金融機関のＡＴＭ・コンビニＡＴＭでの貯金のお引き出し等ができ
るキャッシュサービスをご提供しております。 
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●商品・サービス一覧 令和 8 年 4 月 1 日現在 （手数料は、消費税込みの金額です。） 

○ 貯金商品 

種 類 期 間 特         徴 

総 合 口 座  出し入れ自由 
一冊の通帳で「貯める」「受け取る」「支払う」「借りる」の機能を備えた口座です。キャ
ッシュカードやＪＡカードなどをあわせてご利用になりますと一層便利です。 

普 通 貯 金  出し入れ自由 
いつでも出し入れができ、給与や年金等の自動受取や、公共料金の自動支払もご利用に
なれます。キャッシュカードとあわせて暮らしのお財布代わりにご利用下さい。 

貯 蓄 貯 金  出し入れ自由 
普通貯金と同様にいつでも払い戻しすることが出来ます。ただし、公共料金等の自動支
払や給与・年金の自動受取口座として利用することは出来ません。 

定 期 貯 金  
1 ヶ月以上 

10 年以下 

資金の性格に応じて期間を選択できます。満期日を指定する方式と、1 年・2 年といった
定型方式があります。自動継続総合口座の取り扱いも可能です。 

定 期 積 金  
1 ヶ月以上 

10 年以下 

積立期間を決めて定期的に掛金を払い込み、満期日にまとまった給付金を受け取ること
が出来ます。口座振替を利用しますと一層便利です。 

通 知 貯 金  7 日 以 上 
預入後最低 7 日間は据え置き、また引き出しには 2 日前に通知する事になっている商品
です。多額の資金を一時的に預けるなど運用方法が決まるまでの預入にご利用下さい。 

 

○ 各種サービス 

種    類 内       容 

内 国 為 替 サ ー ビ ス  全国どこの金融機関にも、お振込・ご送金・お取り立てを行っております。 

J A キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス 
ＪＡのキャッシュカードがあれば、全国の金融機関のＡＴＭ・コンビニＡＴＭで、現金の
お引き出し、残高照会等がご利用いただけます。 

給 与 振 込 サ ー ビ ス  
給与・ボーナスがお客様のご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。振り込
まれた資金はキャッシュカードによりお引き出しいただけます。 

各 種 自 動 受 取 サ ー ビ ス  
国民年金・厚生年金等各種年金、配当金などがお客様の口座に自動的に振り込まれます。
その都度お受取りに出かける手間も省け、期日忘れのご心配もありません。 

各 種 自 動 支 払 サ ー ビ ス  
各種公共料金のほか、高校授業料、各種クレジット代金などを普通貯金(総合口座)、当座
貯金から自動的にお支払いいたしますので、払込の煩わしさがなくなります。 

クレジットカードサービス 

（ＪＡカード） 

お買い物・ご旅行・お食事など、お客様のサインひとつでご利用いただけます。また、携
帯電話料金や公共料金などのお支払いにＪＡカードをご利用いただきますと、利用に応
じて貯まるポイントでお好みの商品と交換できるなど、とてもお得となっております。 

 
○ 農業関連向けのご融資 

融資の種類 資金のお使い道等 ご融資金額 ご融資期間 担保及び保証 

農業振興資金 

当ＪＡの組合員の皆様及
び農業関連事業を営む小
規模事業者の方の運転・
設備資金としてご利用い
ただけます。 

信用供与の限度 

(9 億円以内) 

運転資金 

(1 年以内) 

設備資金 

(資金使途による) 

必要に応じた不動産担保、個
人保証を提供していただく
場合もございます。 

営 農 ロ ー ン  

当ＪＡの組合員の営農等
に必要な運転資金として
ご利用いただけます。 

500 万円以内 
1 年 

(自動更新) 

農業信用基金協会の保証を
受けていただきます。 

受託貸付業務 （株）日本政策金融公庫の各種資金の受託貸付をお取り扱いしております。 

制 度 資 金 農業近代化資金・農業経営改善促進資金など各種制度融資をお取り扱いしております。 
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○ 個人向けご融資 

融資の種類 資金のお使い道等 ご融資金額 ご融資期間 担保及び保証 

住 宅 ロ ー ン 

ご本人・ご家族がお住ま
いになる住宅の新築・増
改築及び土地・マンショ
ンの購入資金としてご利
用いただけます。 

10,000 万円 

以内 
50 年以内 

ご融資対象の土地、建物の担
保が必要です。また原則とし
て、農業信用基金協会の保証
をご利用いただきます。 

教 育 ロ ー ン 

ご子弟の入学金・授業料
など学費の支払い、下宿
代等の教育資金にご利用
いただけ、在学期間の範
囲内で元金の返済を据え
置くことが出来ます。 

1,000 万円 

以内 

15 年以内 

(9 年) 
原則として、農業信用基金協
会の保証を受けていただき
ます。なお、必要により個人
の保証をいただく場合があ
ります。 

マ イ カ ー ロ ー ン 
自動車購入資金などにご
利用いただけます。 

1,000 万円 

以内 
15 年以内 

多 目 的 ロ ー ン 

資金使途が自由な生活関
連資金としてご利用いた
だけます。 

500 万円 

以内 
10 年以内 

受 託 貸 付 業 務 （株）日本政策金融公庫の各種資金の受託貸付をお取り扱いしております。 

※このほかにも各種資金をご用意しております。詳しくは、ＪＡ本店の窓口へご相談ください。 

 

○ その他の金融商品 

国債窓口販売 
国が発行する債券です。元金もお利息も国によって保証されています。 

取扱店は、本店となっております。 

投 資 信 託 

投資信託とは、たくさんの投資家（お客さま）から集められたお金（資金）を一つにまとめ、その資
金を専門家が公社債や株式などの有価証券等に分散投資を行い、これによって得た収益を投資家の
皆さんに還元する、という「実績分配型」の金融商品です。取扱店は本店となっております。 

※このほかにも多数の商品があります。商品の詳しい内容については、ＪＡ本店の窓口へお問い合わせ下さい。 

 

○ 貯金関連手数料 

種            類 料金基準 金     額 備          考 

 小切手帳交付 １冊につき ２，２００ 円   

 手形帳交付 １冊につき ２，２００ 円   

 通帳再発行 １冊につき １，１００ 円 

 盗難、紛失等貯金者からの依頼に基づく再発行 
 証書再発行 １枚につき １，１００ 円 

 Ｉ Ｃ ・ Ｊ Ａ 一体型カード発行・更改 １枚につき ０ 円  

  再発行  １枚につき １，１００ 円  盗難、紛失等貯金者からの依頼に基づく再発行 

 Ｉ Ｃ キャッシュカード（ローンカード含む）発行・更改 １枚につき ０ 円   

  再発行 １枚につき １，１００ 円  盗難、紛失等貯金者からの依頼に基づく再発行 

 残高証明書発行 １通につき   
定例発行 ４４０円、都度発行 ６６０円 

監査法人向け ３，３００円 

 その他各種証明書発行 １通につき １，１００ 円   

 未利用口座管理手数料 １口座につき １，３２０ 円  年額 
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○ 為替関連手数料 

種       類 自 農 協 管 内 県内系統金融機関あて 
県外系統金融機関・他金融機関あて 

（文書扱・電信扱） 

振 込  

手 数 料 

窓口 
３万円未満 ３３０円  ３万円未満 ３３０円  ３万円未満 ６６０円  

３万円以上 ５５０円  ３万円以上 ５５０円  ３万円以上 ８８０円  

ＡＴＭ 
３万円未満  ０円  ３万円未満 １１０円  ３万円未満 ４４０円  

３万円以上  ０円  ３万円以上 ３３０円  ３万円以上 ６６０円  

代金取立手数料   
電子交換 個別取立 

８８０円 １，１００円 

その他手数料   

 ○振込組戻料 ６６０円  

 ○不渡手形返却料 １，１００円  

 ○取立手形組戻料 １，１００円  

 ○取立手形店頭呈示料 （預手プランは無料） １，１００円  

 （ ※ ただし、１，１００円を超える場合には、その実費を申し受けます。 ）  

 ○自己宛小切手発行  １枚につき （預手プランは無料） ８８０円  

 ○その他特殊手数料 実  費 

(注） １．系統金融機関とは、県内外の農協・信連・農林中央金庫を示します。 

    ２．定時自動送金による振込手数料については、窓口扱いの振込手数料のとおりとします。 

    ３．上記手数料の金額はそれぞれ１件または１通のものです。 

○ データ交換システム関連手数料 ○ 私製帳票関連手数料 

種   類 自 農 協 管 内 

振込手数料 １処理件数あたり   １１０円 

振替手数料 １処理件数あたり   １１０円 

媒体持込手数料 

１媒体あたり   ５，５００円 

※農業を営む個人、農業法人および集落営農組織 
（互助会等の組織は除く）は無料とする 

（注）系統金融機関・系統金融機関以外の金融機関あての手数料に 

   ついては、為替関連手数料のとおりとします。 
  
○ 貯金ネットサービス関連取扱手数料（ＡＴＭ） 

区     分 
平     日 土  曜  日 日曜日・祝日 

8:00～8:45 8:45～18:00 18:00～21:00 9:00～14:00 14:00～17:00 9:00～17:00 

支払 

取引 

自農協管内 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

県内ネット 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

全国ネット 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

ＪＦマリンバンク 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

業態間提携 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 ２２０ 円 

ゆうちょ銀行提携 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 ２２０ 円 

コンビニＡＴＭ提携 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 ２２０ 円 

三菱ＵＦＪ銀行提携 １１０ 円 無  料 １１０ 円 １１０ 円 １１０ 円 １１０ 円 

受入 

取引 

自農協管内 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

県内ネット 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

全国ネット 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 無  料 

ゆうちょ銀行提携 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 ２２０ 円 

コンビニＡＴＭ提携 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 １１０ 円 ２２０ 円 ２２０ 円 

（注）１．コンビニＡＴＭ提携は、セブン銀行・イーネット（ファミリーマート）・ローソンの 3 社。 

   ２．12 月 31 日は、その曜日に該当する手数料となりますが、コンビニＡＴＭ提携については、日・祝日に該当する手数料となります。 

   ３．1 月 1 日から 1 月 3 日は、祝日・日曜日に該当する手数料となります。 

   ４．ＡＴＭ稼働時間は、それぞれの金融機関にご確認ください。 

 

 

 

種   類 自 農 協 管 内 

振込手数料 １処理件数あたり   １１０円 

振替手数料 １処理件数あたり   １１０円 

媒体持込手数料 １媒体あたり   ６，６００円 

（注）系統金融機関・系統金融機関以外の金融機関あての手数料に 

   ついては、為替関連手数料のとおりとします。 
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○ 個人ネットバンク関連手数料 

利用手数料（月額） 無  料 

 振込手数料 

  

  

  

金 額 帯 自農協 県内 JA 県外 JA 他  行 

３万円未満 無 料 １１０ 円 ２７０ 円 ２７０ 円 

３万円以上 無 料 ２２０ 円 ４４０ 円 ４４０ 円 

 

○ ファーム・バンキング関連手数料 

ア
ン
サ
ー
サ
ー
ビ
ス 

 利用手数料（月額） 
照  会 無  料 

デ
ー
タ
伝
送
サ
ー
ビ
ス 

 利用手数料（月額） ５５０ 円 
資金移動 ５５０ 円 

 振込手数料  振込手料 

 

金 額 帯 自農協 県内 JA 県外 JA 他 行 

 

金 額 帯 自農協 県内 JA 県外 JA 他 行 

３万円未満 無 料 １１０ 円 ２７０ 円 ２７０ 円 ３万円未満 無 料 １１０ 円 ２７０ 円 ２７０ 円 

３万円以上 無 料 ２２０ 円 ４４０ 円 ４４０ 円 ３万円以上 無 料 ２２０ 円 ４４０ 円 ４４０ 円 

 

○ 法人ネットバンク関連手数料 ○ データ伝送サービス（Anser DATAPORT 方式）関連手数料 

照会・振込サービス月額手数料（リアル系取引） １，１００ 円  利用手数料（月額） ４４，０００ 円 

データ伝送サービス月額手数料（総振・給振・口座振替） ２，２００ 円    

 

 
 

○ 円貨両替関連手数料 

両   替   枚   数 金   額 

同時に複数の両替を依頼される場
合は、１回としてその合計枚数に応
じた手数料を申し受けます。 

１００枚以下 無   料 

１０１枚 ～ ５００枚 ５５０ 円 

    ５０１枚 ～ １，０００枚 １，１００ 円 

 １，００１枚以上 １，１００円 ＋ 以降５００枚毎に５５０円を加算 

 

○ 金種指定払戻関連手数料 

円貨両替関連手数料に準じます。 
（注）１．給与支払資金の払戻しは無料といたします。 

   ２．枚数のカウントには、１万円札の枚数は含みません。 

 

○ 大量硬貨入金関連手数料 

入    金   枚   数 金   額 

同時に複数の入金を依頼される場
合は、１回としてその合計枚数に応
じた手数料を申し受けます。 

１００枚以下 無   料 

１０１枚 ～ ５００枚 ５５０ 円 

  ５０１枚 ～ １，０００枚 １，１００ 円 

 １，００１枚以上 １，１００円 ＋ 以降５００枚毎に５５０円を加算 

 

○ 法人ＩＢ・データ伝送サービス（ADP） 〔振込（振替）手数料〕  ○ 法人 IB・データ伝送サービス（ADP） 〔給与・賞与振込手数料〕 

金 額 帯 自農協 県内 JA 県外 JA 他  行  自農協 県内 JA 県外 JA 他  行 

３万円未満 無 料 １１０ 円 ２７０ 円 ２７０ 円  無 料 無 料 １１０ 円 １１０ 円 

３万円以上 無 料 ２２０ 円 ４４０ 円 ４４０ 円       

   

○ 法人ＩＢ・データ伝送サービス（ADP） 〔総合振込手数料〕  ○ 法人 IB・データ伝送サービス（ADP） 〔口座振替手数料〕 

金 額 帯 自農協 県内 JA 県外 JA 他  行  １処理件数につき 個別契約による 

３万円未満 無 料 １１０ 円 ２７０ 円 ２７０ 円    

３万円以上 無 料 ２２０ 円 ４４０ 円 ４４０ 円    
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○ 年金宅配サービス関連手数料 

種   類 金   額 

利用手数料 ５，５００円 

  

○ 売上金等集金関連手数料 

集 金 回 数 金   額（月 額） 

月１回 無  料 

月２回 ２，２００円 

月３回 ３，３００円 

週１回 ４，４００円 

週２回 ８，８００円 

週３回 １３，２００円 

週４回 １７，６００円 

週５回 ２２，０００円 

普通貯金入金帳（100 枚綴） １冊につき １，１００円 

 （注）１．月４回は、週１回の手数料を適用します。  

    ２．ご利用者さまの事業性に該当する、定期的かつ恒常的な売上代金等の集金を対象とします。 

    ３．集金には契約の締結が必要となります。 

 

○ 貸出関連手数料 

種          類 料  金  基  準 金    額 備          考 

残高証明書発行 １通につき ６６０ 円  

その他各種証明書 １通につき １，１００ 円 資格証明書、印鑑証明書を添付する
場合は、実費に消費税を加算して徴
収する。 担保抹消委任状再発行 １通につき １，１００ 円 

住
宅
ロ
ー
ン 

一部繰上返済 
実行日から１０年以内 １件につき ２２，０００ 円 ＪＡネットバンクによる一部繰上げ返

済の場合は無料とする。 実行日から１０年超 １件につき ３，３００ 円 

全額繰上返済 １件につき ３３，０００ 円  

条件変更手数料 １件につき ５，５００ 円 
償還金額、融資期間、保証人、 
その他返済条件変更 

固定金利選択手数料 １件につき ５，５００ 円 新規実行時は徴収しない 

住宅ローン融資手数料 １件につき ３３，０００ 円 
  

＜協同住宅ローン保証＞融資手数料 １件につき ５５，０００ 円 

＜全国保証＞融資手数料 １件につき 
７７，０００ 円 保証料一括支払の場合 

２２，０００ 円 保証料分割支払の場合 

電子契約手数料 ５００万円以上 ５，５００ 円  

事業資金 
貸出先の貸出総額に対する 

金額繰上げ返済 

対象残高（ただし、
長期資金で残存期
間が１年超のもの） 

残高の１．０％ 特約のあるものに限る。 

  

○ 貯金・貸出共通手数料 

種          類 料  金  基  準 金    額 備          考 

貯金・貸出取引明細等発行 １回につき １，１００ 円   

 

○ 国債等窓口販売手数料 

種          類 料  金  基  準 金    額 備          考 

口座管理手数料 １口座につき １，３２０ 円 年額  

各種証明書発行 １通につき ６６０ 円  
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２）共 済 事 業 
ＪＡ共済の使命は、組合員・利用者の皆さまが不安なく暮らせるよう、生活を取り巻くさまざまなリス

クに対して幅広く保障するよう努めることです。 

万一のときや病気、ケガ、老後などに備える「ひと」の保障。火災はもちろん、地震や台風などさまざ
まな自然災害に備える「いえ」の保障。そして現代社会ではなくてはならない「くるま」の事故に備える
保障。この「ひと・いえ・くるまの総合保障」を通じて、それぞれの目的やライフプランに応じて充実し
た保障を提供し、皆さまの毎日の暮らしをバックアップしていきます。 

①ひとの保障 

万一の保障、医療や介護、年金の保障で、ご家族やご自身のくらしをサポートします。 

②いえの保障 

火災のほか、地震などの自然災害から、大切な建物や家財をお守りします。 

③くるまの保障 

自動車事故のさまざまなリスクに、充実の保障とサービスでお応えします。 

 

●人生設計にあわせて、さまざまな共済をご用意しています。 

 
※他にも「引受緩和型終身共済」「一時払終身共済（平 28.10）」「生存給付特例付一時払終身共済（平 28.10）」「一時払養老生命共

済」「一時払介護共済」「傷害共済」「火災共済」「自賠責共済」「賠償責任共済」等をご用意しています。 
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３）指 導 事 業 
指導事業は、組合員や利用者の営農・生活指導をはじめ税務相談や土地の有効活用などの資産運用相

談、健康管理・高齢者福祉活動など、暮らしのサポートをしております。 
 

４）購 買 事 業 
購買事業では、営農指導と連携し農業生産に必要な資材と生活に必要な資材について、安全で品質のよ

い商品を供給しております。 
 

５）販 売 事 業 
江刺が全国に誇る４本柱(米・牛・りんご・野菜)を中心に農家組合員が生産する農畜産物を販売する事

業であり、安全・安心な商品で消費者のニーズに応える販売に努めています。 

 

(２)系統セーフティーネット(貯金者保護の取り組み) 
当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯金保険制

度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティーネットで守られています。 

 

 ◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み 

   組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農林中央金
庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会
員（ＪＡ・信連・農林中金）総意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一
体的に取り組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。 

   「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、スケール
メリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」
の２つの柱で成り立っています。 

  

◇「破綻未然防止システム」の機能 

   「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防止するた
  めのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、（1）個々のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタ
  リング）を行い、問題点を早期に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、
  （3）全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活用し、個々のＪＡの経営健全性維持
  のために必要な資本注入などの支援を行います。 

   ※2025 年 3 月末における残高は 1,653 億円となっています。 

 

 ◇「一体的な事業運営」の実施 

   良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営
システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業運営の取り組みをしています。 

 

 ◇貯金保険制度 

   貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を
保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、
銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。 

   なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構）の責任準備金残高は、202

5 年 3 月末現在で 4,861 億円となっています。 
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